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第２章    転換期を迎えた国軍と国防政策 







した極度に政治化された国軍を ‘military as government’（「政府としての軍部」）から国防
といった国軍本来の任務に特化したプロフェッショナルな ‘military as military’（「軍部とし
ての軍部」）へと改革することにある。オバサンジョ大統領は、就任直後の 1999 年 6 月、ま
ず国軍の各参謀長人事を一新し、次いで軍事政権時代に公職に就いた経験を持つ 93 名の将校
を退役させた。さらに、同大統領は、これまで陸軍では年 2 回、海軍と空軍では年 1 回実施さ
れていた新規の人事採用を国軍改革のために当面停止するように命じている。また、ダンジュ
マ国防相は、同年 8 月、将来ナイジェリア国軍の総兵力を現有の 8 万人強から 5 万人へと大幅
に削減する必要があると語った。  
こうした国軍改革の動きがある一方で、国軍をその中核的手段とするナイジェリアの国防政
策にも変化の兆しが見え始めている。 1990 年に西アフリカ諸国経済共同体（Economic 
Community of West African States: ECOWAS）がリベリア内戦に独自の停戦監視団
（ECOWAS Cease-fire Monitoring Group: ECOMOG）を派遣した際、ナイジェリアはババン
ギダ軍事政権のもとでその主力軍を提供し、また 97 年にはアバチャ軍事政権のもとでやはり








  本章では、こうした転機を迎えつつあるナイジェリアの国軍と国防政策を概観していきたい。 
 









リカ・フロンティア軍（West African Frontier Force: WAFF）が創設された。1901年までに
WAFF は、ナイジェリア連隊、ゴールドコースト連隊、シエラレオネ大隊、ガンビア中隊から
構成される、英領西アフリカの４つの植民地を包摂した連合軍へと改組され、1928 年には王
立西アフリカ・フロンティア軍（Royal West African Frontier Force: RWAFF）へと改称され
た 1。1930 年の時点でイギリスがサハラ以南アフリカに有していた総兵力は約 1 万 600 人であ
り、英領西アフリカ植民地軍である RWAFF の総兵力は 5,323 人、そのうちナイジェリア連隊




独立に際して、RWAFF のナイジェリア部隊がナイジェリア国軍へと改組された。  
独立後の陸軍の兵力規模は、1967-70 年のビアフラ内戦を契機に急増し、さらに内戦後のオ
イル・ブームによる国家予算の急激な増大もあって、70 年代後半には 22 万 1,000人の水準に
あった。しかし、その後陸軍兵力は深刻な経済危機のなかで急速に削減され、80 年代半ばに
は 10 万人を割る水準にまで落ち込んだ。The Military Balance 1999-･2000 によると、99 年
時点のナイジェリア陸軍の現有兵力は 7 万 9,000 人であり、それは 70 年代後半にオバサンジ





大隊１個をそれぞれ擁している。主要な装備としては、主力戦車 200 両（旧ソ連製 T-55、イ
ギリス製ビッカース Mk3）、軽戦車 140 両（イギリス製スコーピオン）、装甲兵員輸送車約
380 両（イギリス製サラセン他）などを保有するが、旧式兵器も多く、実際の稼動状態につい
ては不明である（表１参照）4。1999 年 11 月にジョスの第 3 機甲師団を訪れたダンジュマ国
防相は、同師団の戦闘車両の多くが事実上稼動不能の状態にあると指摘し、強い遺憾の意を表





 陸軍 海軍 空軍 準軍隊 




































































MiG-21MF ： ６ 機 、
MiG-21U ： ４ 機 、
MiG-21B/FR:12 機、ジャ
ガー：15機） 
武 装 ヘ リ コ プ タ ー
（Bo-105D：１５機） 
輸送：飛行隊２個（C-130H：
５ 機 、 H-30 ： ３ 機 、
Do-128-6 ： 17 機 、
































注）  兵員数と装備は 1999年 8月現在。 
出所）  The International Institute of Strategic Studies, The Military Balance 1999･2000, London: 














する東部コマンド（カラバー）にそれぞれ配分した 6。  
ナイジェリア海軍の総兵員は、1980 年代初頭には一時 7,000-8,000 人規模となっ





ヘリ１機、対潜魚雷発射管三連装２基、オトマット艦対艦ミサイル 8 基、 127 ミリ
砲 1 門を搭載した多目的水上艦であるフリゲート１隻（ Aradu）を保有している。
このほか、フリゲートよりも小型軽武装のコルベット１隻、ミサイル艇 5 隻、内海
哨戒艇 20 隻などを有する（表１参照）。ただし、1982 年に就役した Aradu（排水
量 3,360t）は、 97 年に故障を起こして航行不能となり、数カヶ月間にわたってモ
ンロビアでの停泊を余儀なくされた。翌 98 年にようやくエンジン１基のみを稼動
させてラゴスに帰港している。また、同艦の搭載兵器のなかには、整備不良のため











                     表２ ECOWAS加盟国の兵員数と国防支出 
       
          













ベナン 4,500 推定 150 150 憲兵隊      2,500 32 
ブルキナファソ 5,600 - 200 憲兵隊     4,200 
治安部隊     250 
民兵      45,000 
78 







6,800 推定 900 700 大統領親衛隊 1,100 
憲兵隊      4,400 




- - - 15 
ガーナ 5,000 1,000 1,000 - 132 
ギニア 8,500 400 800 民兵       7,000 
憲兵隊     1,000 
共和防衛隊 1,600 
60 
ギニアビサウ 6,800 推定 350 100 憲兵隊     2,000 15 
リベリア 不明 不明  不明 - 44 
マリ 国軍総兵力 
約 7,350 
（約 50） (400) 憲兵隊     1,800 
共和防衛隊 2,000 
民兵       3,000 
国家警察   1,000 
52 
モーリタニア 15,000 推定 500 150 憲兵隊 推定 3,000 
国家警備隊 2,000 
  税関 
25 
ニジェール 5,200 - 100 憲兵隊     1,400 
共和防衛隊 2,500 
国家警察   1,500 
25 







セネガル 10,000 600 400 憲兵隊  推定 5,800 
税関 
80 
シエラレオネ 不明 推定 200 - - 25 
トーゴ 6,500 推定 200 250 憲兵隊     750 33 
注）兵員数は 1999年 8月現在、国防支出は 1998年。 
出所） The International Institute of Strategic Studies, The Military Balance 1999･






ミグ戦闘機などを購入して作戦に運用し、大きな軍事的成果を挙げた 8。  
ナイジェリア空軍の兵員は、陸軍兵力が大幅に削減されてきたのとは対照的に、1980 年代
初頭に１万人規模に達してからほぼ横ばいの状態を維持している。99 年時点の空軍兵員数は
約 9,500 人である。  
ナイジェリア空軍の装備は、西アフリカ随一といえる。例えば戦闘機についていえば、コー
トジボアールはアルファジェット（開発国：フランス、旧西ドイツ）を５機、ギニアはミグ 17F
（旧ソ連）を４機とミグ 21 を４機、ギニアビサウはミグ 17 を３機、マリはミグ 17F を 5 機
とミグ 21 を 11 機、トーゴはアルファジェット 5 機とエムブラエル 326G（ブラジル）４機を
それぞれ保有している。これに対して、ナイジェリア空軍は、アルファジェット 19 機からな
る飛行隊、ミグ 21MFが６機、ミグ 21U が４機、ミグ 21B/FR が 12 機からなる飛行隊、そし
てジャガー（フランス、イギリス）15 機からなる飛行隊の計３個の飛行隊を擁しており、そ
の航空戦闘能力では他の西アフリカ諸国の追随を許さない。このほか、ナイジェリア空軍は、
武装ヘリコプターBo-105D（旧西ドイツ）を 15 機、大統領飛行小隊としてボーイング 727（ア
メリカ）１機、ファルコン 2 機、ガルフストリーム（アメリカ）２機、BAe125-1000（イギリ























つづく 83-87 年の５年間には 15 億 1,500万米ドルへとほぼ倍増した。しかし、88-92 年には 3
億米ドルへと急速に縮少している 13。  
他方、ナイジェリアには小規模ながら独自の防衛産業も形成されてきた。  
1964年、タファワ・バレワ政権は、のちにナイジェリア防衛産業公社（Defence Industries 
Corporation of Nigeria: DICON）と呼ばれるようになる国営企業をカドゥナに創設した。
DICON は、旧西ドイツとイタリアの専門家の技術協力のもとでライフルとサブ・マシンガン





によって DICON の生産能力の整備・向上が図られた。83 年に生産が開始され、90 年には FAL
アサルト・ライフル１万 5,000 丁、GP ピストル 1 万丁、MAG マシンガン 1,000 丁が生産さ
れるようになった 15。しかしながら、当初 DICON は将来的にはナイジェリア独自の戦車の量
産をめざしていたにもかかわらず、いまだに小火器しか量産することができず、その一方で資
金不足解消のために、「ダイコン・ソルト」の愛称で親しまれている塩の生産や高級家具の製
造を行うなど、防衛産業としての DICON の現状には課題が多い。  
このほかナイジェリアでは、空軍がカドゥナに拠点を置く旧西ドイツ資本の企業の協力をえ
て、Air Beetle という独自の固定翼機を開発し、1989 年に試験飛行を実施した。Air Beetle
は単発の 2 人乗り練習機で、その最大の特徴は通常の自動車用ガソリンで飛行可能なところに









  国立戦争学校  (アブジャ、1992 年創設) 
   National War College 
 ・上級将校等の教育訓練 
            
 
 
                               国立政策戦略研究所(クル、1978 年創設) 





  指揮幕僚学校  (ジャジ、1976 年創設) 
   Command and Staff College 
   ・下級将校教育訓練  
 
    
                
  ナイジェリア防衛大学（カドゥナ、1964 年創設）  
   Nigerian Defence Academy     
   ・士官候補生教育訓練 
 
出所) 筆者作成。  
 
ナイジェリアにおける最初の将校教育訓練機関は、1964 年にカドゥナに創設されたナイジ
ェリア防衛大学（Nigerian Defence Academy: NDA）である。NDA はナイジェリア人士官候
補生の教育訓練機関として開校されたが、その後アフリカ諸国からの留学生も広く受け入れる
ようになった。因みに、92 年 4 月にクーデターによって政権の座を追われたシエラレオネの
モモ元大統領もかつてナイジェリアの NDA に留学した経験をもち、そのときの同期生のなか







揮幕僚学校（Army Command and Staff College）を開設した。同校は当初、陸軍将校向けの
  






させている 19。  
さらに 1978 年には、ナイジェリアの様々な分野における指導者の育成と国家戦略の研究を





ョモレもかつて NIPSS で研修を受けた。なお、NDA や CSC が国防省下にあるのに対して、
NIPSS は軍人養成機関ではないので、ナイジェリア国際問題研究所（Nigerian Institute of 
International Affairs: NIIA）と同様に大統領府の管轄下に置かれている。  





生は 25 名であったが、その後研修生数は次第に増加し、99 年 9 月に入学を許可された第８期







究を行い、NWC の教育向上に資することを目的とした平和研究紛争解決センタ （ーCentre for 





















表 3 ナイジェリア国軍将校階級 
 
 陸  軍  海  軍  空  軍  
元  帥  
大  将  
中  将  
少  将  
准  将  
大  佐  
中  佐  
少  佐  
大  尉  
中  尉  























Marshal of the Air Force 
Air Chief Marshal 
Air Marshal 








 出典 : Joseph P. Smaldone, “National Security,” in Helen Chapin Metz, ed., Nigeria: A Country 
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後の 62 年 1 月には同協定の破棄を決定する。これに対して、イギリス政府側も、厳しい財政
事情のなかでナイジェリアに空軍施設を維持することへの疑問の声が政府内外から強まりつ

































在西アフリカ 156 ヶ国 26が加盟している。ECOWAS は、第一義的あるいは制度的には経済的
な地域協力を促進する経済共同体として創設されたが、第二義的には地域の安全保障に資する
地域的枠組みとして機能することがその創設当初から期待されていた。そして、条約調印から
1 年後の 76 年には、ナイジェリアとトーゴが ECOWAS 加盟諸国間における防衛取極めの締
結を提案し、こうした働きかけの結果、78 年 4 月には「不可侵に関する議定書」、次いで 81






























































 ナイジェリアの国防政策にとっての 1990 年代は、まさに ECOMOG の時代であった。ナイ
アフリカ諸国 
  
ジェリアは、89 年 12 月にリベリア内戦が勃発すると、翌 90 年 8 月に ECOMOG の主力軍と
して同内戦に介入し、ガーナ、ギニア、シエラレオネなどの各国軍隊とともに反政府ゲリラ勢
力との間で激しい戦闘を断続的に展開した。その後、リベリア内戦は 97 年 7 月に終結したが、
91 年以来内戦が続いていた隣国シエラレオネで 97 年 5 月に軍事クーデターが発生すると、そ
れを契機に、ナイジェリアは ECOMOG と称してシエラレオネにも大規模軍事介入し、軍事政





























第３節  オバサンジョ政権の国軍改革と国防政策の輪郭 
１．国軍改革の４本柱 




















より、陸軍では少将 9 名、准将 16 名、大佐 20 名、中佐 8 名、海軍では少将 4 名、准将 6 名、











将校や兵士たちに対して約束することを忘れなかった 31。  
   
２．ECOMOG撤退 
前述したとおり、1999 年 8 月末、オバサンジョ政権は、ECOMOG の主力軍としてシエラレ















イジェリアの「戦費」は、シエラレオネ内戦の場合、1 日 100 万米ドルにも達したと推定され








いま ECOWAS では、独自の紛争管理メカニズムの創設が模索されている。1997 年 12 月、
ECOWAS 諸国首脳は、「紛争予防、管理、解決、平和維持、安全保障のためのメカニズム」

















「シエラレオネは、諸君にとって過ぎ去ったものとなった」（“Sierra Leone is behind you”）








うした動向をしっかりとみきわめる時期であろう。しかし、ナイジェリアにおける ‘military as 
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